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非会計情報の開示の意義 と開示規制のあり方

2003年11月21日,日 本銀行金融研究所の古市峰子氏を迎え,研 究集会を開催 した。古

市氏は,企 業会計,国 際会計,公 会計などの研究を手がけ,こ れまで多数の研究成果を

発表 してこられた。本研究集会では.非 会計情報の開示問題に焦点を当てた近年の研究

成果を,古 市氏に披露 して頂いた。参加者は19名,う ち学外研究者は4名 であった。

古市氏は,財 務諸表(注 記を含む)以 外で提供される情報(た とえばプロフォーマの

利益など)を 非会計情報と定義 したうえで,非 会計情報の開示において経営者の裁量 を

どこまで認めるのが妥当かとい う問題について検討を行った。非会計情報開示の投資家

にとっての意義 ・問題点や経営者による自発的開示のインセンティブに関する実証結果

等を踏まえると,(1)情 報 ネットワーク化やソフト化といった近年の経済環境 において

投資家による業績評価や意思決定にとって重要性が高く,か つ会計情報 と補完関係にあ

る非会計情報については.市 場規律 とのバランスをとりつつ,一 定の範囲で会計規制の

枠組みに取 り込むことが妥当であるが,(2)そ の場合の規制のあり方 としては,基 本的

には任意開示が望 ましく,一 定のものについて強制開示を要求する場合であっても,そ

の具体的な方法や内容については経営者の裁量に委ねつつ,信 頼性を高める措置を同時

にとるといった方向性が望ましいと,古 市氏は主張 された。古市氏のかかる主張に対 し

ては,ど のような非会計情報が開示規制の対象 となるのかといった問題についての判断

が難しく,結 局はその時々の経済状況等を勘案 しつつ,規 制主体が個々に判断 してい く

ということになるのではないかといった意見が,参 加者から提出された。

(藤井秀樹)

趙彦雲中国人民大学教授講演会の報告

2003年12月20日,京 大会館215号 室 において,趙 彦雲中国人民大学応用統計科学研究

中心教授の講演会を経済統計学会関西支部との共催で開催 した。約40名 の参加があり,

大変興味深い報告を受け.熱 心な意見交換 をすることができた。

ここでの趙教授の報告は 「国際競争力指標体系の発展 と応用」 というもので,以 前に
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は中国統計学界で 「総合国力評価」という名称で研究がなされていたものである。今回

は,2001年 か らスイスの機関が開始 した国際競争力評価体系の成果も使いながら,新 た

な提案 ・研究動向の紹介が行われた。具体的には,国 際競争力研究の発展過程,国 際競

争力統計指標体系の現状,国 際競争力指標体系の設計,国 際競争力の方法論的研究の紹

介,国 際競争力の社会統計の発展に対する影響,中 国国際競争力分析の応用,中 日韓都

市競争力研究の紹介が報告 された。

討論となった点は以下のようなものであった。「ランキング」 に拘る指標体系作 りへ

の中国の特別の関心は経済発展の特殊な段階のものではないか,進 化経済学などの影響

があるようだがもっとマルクス理論に即 した指標体系づ くりはできないものか,た とえ

ぱ生産力の規定性を重視 したGDPの 水準やその成長率を中心的指標と位置づけるべ き

ではないか,「就業」や 「価格」 という指標でのランキングは具体的にはどのような計

算として行われているのか,な どであった。各国統計学は各国独自の関心からテーマ選

択をしており,研 究の蓄積も異なるために意思疎通には障害も大 きい.が,ま す ます重

要性を増す隣国中国の統計学の動向にわれわれは無関心でいるわけにはいかない。引 き

続 く交流の重要性を再確認 した研究会であった。

(大西 広)
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